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上場維持基準の適合に向けた計画書 

 
当社は、2023 年３月 31 日時点において、東京証券取引所スタンダード市場における上場維持基

準を満たさない状況となりましたことから、下記のとおり「上場維持基準の適合に向けた計画書」を

作成いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の2023 年３月 31 日時点における東京証券取引所スタンダード市場の上場維持基準へ

の適合状況は、以下のとおりとなっております。「株主数」「流通株式数」「流通株式比率」に

ついては適合しておりますが、「流通株式時価総額」については適合しておりません。そのため、

当社は 2026 年３月末までに上場維持基準に適合するため、次のとおり取組を進めてまいり

ます。 

 
 

 株主数 

(人) 

流通株式数 

(単位) 

流通株式時価総額 

(億円) 

流通株式比率

(％) 

当社の状況 

(基準日時点) 

 

1,234人 
 

25,893 単位 
 

5.8 億円 
 

27.7％ 

上場維持基準 400 人 2,000 単位 10 億円 25％ 

計画書に記載の項目 
 

 

 

 
○  

計画期間 
 

 

 

 
2026年３月末  

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもと

に算出を行ったものです。 

 

 

 

 



 

２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの基本方針、課題及び取り組み内容 

（１）基本方針 

当社は、「流通株式時価総額」が上場維持基準に適合するよう、2026年３月末日までの期

間を設け、事業計画を推進し、その達成を図ってまいります。 

また、「株主数」「流通株式数」及び「流通株式比率」は上場維持基準を充たしているもの

の、自己株式比率が20％あり、事業法人等の株主構成比が高く、取引出来高も低水準であるこ

とから、上場維持基準の適合を目的とした「株価」の上昇と「流通株式比率」の増加に取り組

むことを基本方針といたします。 

 

（２）課題 

当社の基準日時点の「流通株式時価総額」は 5.8億円であり、基準値である 10 億円に適

合するためには、「株価」及び「流通株式数」の改善が必要です。その目標値を「株価」

310円（基準日における平均株価 225 円の 37.7％上昇）「流通株式比率」35.0％（基準日

における値 27.7％）といたします。 

「株価」は、安定的な収益の確保により上昇するものと考えております。また、株式

の流通につきましては、当社の株主構成は一般法人比率が高く、取引出来高が低調な状

況であると認識しております。 

このようなことから、「企業業績の向上」「事業法人等保有株式数の縮減」に取り組むこと

といたします。 

 

（３）取り組み内容 

①営業利益の確保 

当社を取り巻く建設業界の環境は非常に厳しい状況にあります。他社製品との価格競

争激化による大型案件失注や、コロナ禍の影響による案件着工遅延や計画延期、原材料

費高騰による製造原価上昇、輸送に係るエネルギーコスト等の高騰など、苦戦を強いら

れています。 

当社は、３年間を期間とする中期売上利益見通しを策定しております。しかし、出荷

延期、中止等により、見通しは依然不透明な状況にあり、同計画の公表には至っており

ません。 

製造部門においては、品質管理を維持したうえで、労務費の変動費化による製造コス

ト削減と工場利益確保を目的とした生産体制の効率化への取り組みを推進します。 

営業活動においては、新規顧客への開拓を継続し数値目標計画を確実に達成すると共

に、低コストの輸送方法の策定、お客様へご理解頂いたうえでの価格改定による利益率

の改善に注力します。 

 

 

 

 

 



 

 

②ＩＲ活動の取り組み 

当社におけるＩＲ活動は、毎年のＩＲ誌の発行に留まっております。当社経営の現

状や取り組みが投資家の皆様に必ずしも十分に伝わっていない状況であることを認識

し、まずは、当社ホームページのＩＲ情報の充実を図ると共に、今後は、株主様向け

の企業説明会や決算説明会の開催も視野に入れ、ＩＲ活動の活性化を検討してまいり

ます。 

 

③法人が保有する株式の売却推進 

当社は、法人株主の比率が39％と高いことが、流通株式比率の低下要因となっていま

す。法人株主の一部には、安定株主の確保を目的として取引先に保有を依頼した株式

があります。今後は、株価に与える影響を考慮しながら中長期的に、保有取引先企業

に対して売却を働きかけ、流通株式数の増加を図ってまいります。 

以 上 


